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環境事業の効果を計測する手法

・手法は主にＣＶＭ、ＴＣＭ，代替法の3種類。 自然再生事業、水辺整備事業は、
利用価値と非利用価値が混在するためＣＶＭ（仮想的市場評価法）を選定。

出典：
河川に係る環境整備
の経済評価の手引き
【本編】、H28.3改
定、p.17
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総合水系環境整備事業の費用対効果分析方法

■ＣVMとは
・仮想的市場評価法（CVM：Contingent Valuation Method）
・アンケート調査を用いて人々に支払意思額（WTP）を尋ねることで、市場で取り引きさ

れていない財（＝環境）の価値（＝事業効果）を計測する手法。

【CVMを用いた便益の計測、及び、費用対効果分析の流れ】

便 益 費 用

①住民アンケートによる支払意思額の調査

総事業費

⑤総便益【Ｂ】

維持管理費

総費用【Ｃ】

費用対効果【Ｂ／Ｃ】の算定

・『あなたの世帯が毎月○○円を負担するとした場合、この事業の実施に
賛成ですか？』という内容を、提示額を段階的に引き上げて質問。

・②の世帯数に③のＷＴＰ平均値を乗じて、１年あたりの年便益を算出。

ＣＶＭ

②受益範囲の設定

・ｱﾝｹｰﾄ結果を距離別に集計し、来訪頻度の変化点内を受益範囲に設定。

③支払意思額（ＷＴＰ）の算出

・受益範囲内の有効回答票だけを用いて、ＷＴＰ平均値を算出。

④年便益の算出

・残存価値も追加、現在価値化を行い、Ｂを算出。

・ﾃﾞﾌﾚｰﾀ処理、現在価値
化を行い、Ｃを算出。
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①住民アンケートによる支払意思額の調査

・『取り組みに対して、毎月●●円の負担が必要となる場合、この取り組みの実施に
賛成ですか?』という内容を、提示額を段階的に引き上げて質問する。

・アンケート調査範囲は、既往調査事例をもとに設定した。

・・

提示額 ５０円

１００円

２００円

最大３，０００円

３００円
５００円

１，０００円
２，０００円

Ｎｏ ＹｅｓYesの
場合、
徐々に
引き上
げてい
く
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（参考）アンケート調査時の説明資料例
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②受益範囲の設定

・アンケート結果を距離別に集計し、来訪頻度の変化点内を受益範囲に設定する。

受益範囲 ５ｋｍ
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実測値の定義

・その金額以上を
負担するとした人
の割合。
・例えば、2,000円
の場合は、それ以
上の3,000円を払う
とした人も含める。

③支払意思額（ＷＴＰ）の算出

図 支払意思額の賛成率曲線
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・受益範囲内の有効回答票だけを用いて、ＷＴＰ平均値を算出する。
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④年便益の算出

【年便益】

＝WTP平均値×12ヶ月×世帯数

＝241円×12ヶ月×143,026世帯

＝4.136億円/年
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世帯数
143,026世帯

受益範囲
（事業箇所周辺5km）

・ＷＴＰ平均値に、受益範囲内の世帯数を乗じて、１年あたりの年便益を算出する。
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⑤費用対効果分析
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・以上の年便益を、便益計算に用い、最終的に費用対効果（B/C）を算出する。

（様式－５）

【費用便益算定シート・自然再生　全体事業】

基準(評価)年度

供用年度

社会的割引率

単位：百万円

t 西暦 便益 実質価格 現在価値 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値 費用 実質価格 現在価値

-17 2001 1.093 1.948 10.5 11.5 22.4 10.5 11.5 22.4

-16 2002 1.108 1.873 1.8 2.0 3.4 3.4 19.2 21.3 39.9 0.05 0.06 0.1 19.3 21.4 40.0

-15 2003 1.108 1.801 5.0 5.5 9.0 9.0 30.7 34.0 61.2 0.1 0.1 0.2 30.8 34.1 61.4

-14 2004 1.104 1.732 10.2 11.3 17.7 17.7 60.3 66.6 115.3 0.3 0.3 0.5 60.6 66.9 115.8

-13 2005 1.098 1.665 20.3 22.3 33.8 33.8 148.3 162.9 271.2 0.6 0.7 1.2 148.9 163.6 272.4

-12 2006 1.086 1.601 45.3 49.2 72.5 72.5 110.1 119.6 191.5 1.3 1.4 2.2 111.4 121.0 193.7

便益① 計
①＋②

事業費③ 維持管理費④残存価値②

便益（百万円）

割引率

費用（百万円）

4%

2029(H41)

2018(H30)

年度 デフ
レータ

計③＋④

59 2077 1.000 0.099 413.6 413.6 40.9 40.9 11.5 11.5 1.1 11.5 11.5 1.1

60 2078 1.000 0.095 413.6 413.6 39.3 39.3 11.5 11.5 1.1 11.5 11.5 1.1

B= C1= C2= C=

合計 26,137.8 26,199.5 11,233.8 0.0 0.0 11,233.8 2,456.5 2,538.0 3,028.9 730.4 732.1 317.5 3,186.9 3,270.1 3,346.4

費用便益比

総便益（億円） Ｂ 112

総費用（億円） Ｃ 33

費用便益比 Ｂ／Ｃ 3.4

純現在価値（億円） Ｂ－Ｃ 79

経済的内部収益率 15.4%

-5 2013 1.037 1.217 180.5 187.1 219.6 219.6 51.8 53.7 65.3 5.0 5.2 6.3 56.8 58.9 71.6

-4 2014 1.008 1.170 189.2 190.7 221.3 221.3 59.6 60.1 70.3 5.3 5.3 6.2 64.9 65.4 76.5

-3 2015 1.002 1.125 199.2 199.6 224.1 224.1 53.7 53.8 60.5 5.5 5.5 6.2 59.2 59.3 66.7

-2 2016 1.000 1.082 208.3 208.3 225.3 225.3 52.4 52.4 56.7 5.8 5.8 6.3 58.2 58.2 63.0

-1 2017 1.000 1.040 217.1 217.1 225.8 225.8 55.5 55.5 57.7 6.0 6.0 6.2 61.5 61.5 63.9

0 2018 1.000 1.000 226.4 226.4 226.4 226.4 31.1 31.1 31.1 6.3 6.3 6.3 37.4 37.4 37.4

1 2019 1.000 0.962 231.7 231.7 222.8 222.8 166.0 166.0 159.6 6.4 6.4 6.2 172.4 172.4 165.8

2 2020 1.000 0.925 259.6 259.6 240.0 240.0 166.0 166.0 153.5 7.2 7.2 6.7 173.2 173.2 160.2

3 2021 1.000 0.889 287.6 287.6 255.7 255.7 166.0 166.0 147.6 8.0 8.0 7.1 174.0 174.0 154.7

4 2022 1.000 0.855 315.5 315.5 269.7 269.7 166.0 166.0 141.9 8.8 8.8 7.5 174.8 174.8 149.4

5 2023 1.000 0.822 343.5 343.5 282.3 282.3 166.0 166.0 136.4 9.6 9.6 7.9 175.6 175.6 144.3

6 2024 1.000 0.790 371.4 371.4 293.5 293.5 50.1 50.1 39.6 11.5 11.5 9.1 61.6 61.6 48.7

7 2025 1.000 0.760 379.9 379.9 288.7 288.7 50.1 50.1 38.1 11.5 11.5 8.7 61.6 61.6 46.8

8 2026 1.000 0.731 388.3 388.3 283.7 283.7 50.1 50.1 36.6 11.5 11.5 8.4 61.6 61.6 45.0

9 2027 1.000 0.703 396.7 396.7 278.7 278.7 50.1 50.1 35.2 11.5 11.5 8.1 61.6 61.6 43.3

10 2028 1.000 0.676 405.2 405.2 273.7 273.7 50.1 50.1 33.8 11.5 11.5 7.8 61.6 61.6 41.6

11 2029 1.000 0.650 413.6 413.6 268.7 268.7 11.5 11.5 7.5 11.5 11.5 7.5

12 2030 1.000 0.625 413.6 413.6 258.3 258.3 11.5 11.5 7.2 11.5 11.5 7.2

整
備
期

間

デフレータ

現在価値化指数

年便益
4.136億円/年

事業費

維持管理費

総便益Ｂ 総費用Ｃ

費用便益比Ｂ／Ｃ


